
労働者派遣契約書 

派遣業務名 市立札幌病院精神科への補助職員の配置業務 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 令和６年 11 月 27 日から令和７年３月 31 日まで 

契約金額 基本単価（１人５時間当たり（日額））    円 

  （うち消費税及び地方消費税の額    円） 

ただし、年末年始（12 月 30 日（月）から１月３日（金））に

ついては、割増率(100 分の 125)を乗じた額（１円未満の端数は

切り捨てる。）とする。 

業務内容等 仕様書のとおり 

組織単位 障がい保健福祉部障がい福祉課 

契約保証金 「免除」又は「金     円」 

責任者等 ＜派遣先＞ 

名称 市立札幌病院精神科（入院病棟） 

所在地 札幌市中央区北 11 条西 13 丁目 

責任者  

苦情の申出を受

ける者 

 

連絡先（電話）  

＜派遣元＞ 

名 称  

所在地  

責任者  

苦情の申出を受

ける者 

 

連絡先（電話）  

 上記派遣業務について、札幌市（以下「派遣先」という。）と      （以

下「派遣元」という。）は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「派遣法」という。）に基

づき、派遣元の雇用する労働者を派遣先に派遣するにあたり、別添の労働者派遣

契約条項により、労働者派遣契約（以下「本契約」という。）を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

 本契約締結の証として、本書２通を作成し、派遣先派遣元両者記名押印の上、

各自１通を保有する。 



 

令和 年 月 日 

   派遣先 札幌市 

       代表者 市長 秋元 克広 

 

   派遣元    

 

 



労働者派遣契約条項 

（目的及び総則） 

第１条 本契約は、派遣元が派遣法、札幌市契約規則（平成４年札幌市規則第

９号）及び本契約に基づき、日本国の法令を遵守し、派遣元の雇用する労働

者（以下「派遣労働者」という。）を派遣先に派遣し、派遣先が派遣労働者

を指揮命令して業務に従事させることを目的とする。 

２ 本契約に定める請求、通知及び解除は、書面により行わなければならない。 

３ 本契約の履行に関して派遣先と派遣元間で用いる言語は、日本語とする。 

４ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

５ 本契約の履行に関して派遣先と派遣元間で用いる計量単位は、計量法（平

成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

６ 本契約における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第 89 号）及

び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

７ 本契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

（派遣業許可の明示） 

第２条 派遣元の厚生労働大臣の労働者派遣事業許可番号は本書記名押印欄記

載のとおりであるものとする。 

２ 派遣元は、前項により明示した労働者派遣事業の許可について、この契約

期間中に派遣法第 10 条に定める有効期間が満了した場合には、その更新を

受けていることを派遣先に明示しなければならない。 

（金銭の取扱い及び自動車の使用の禁止） 

第３条 派遣先は、派遣労働者に現金及び有価証券等の貴重品を取り扱わせて

はならない。 

２ 派遣先は、派遣労働者に自動車を使用した業務に就労させてはならない。 

（派遣料金） 

第４条 派遣先は、本契約に基づく労働者派遣の対価として派遣元に派遣料金

を支払う。派遣料金は第６条において定める。 

２ 派遣元は、派遣先に対し、前項の派遣料金の算定根拠を通知しなければな

らない。 

３ 派遣先の責に帰すべき事由により、派遣労働者の業務遂行が不可能となっ

た場合、派遣元は派遣先に派遣料金を請求することができる。 

４ 派遣労働者の派遣先の業務への欠勤等による不就労及び派遣元の都合によ

り生じた業務については、その時間分の派遣料金を派遣元は派遣先に請求で

きない。 

（派遣料金の確認及び履行確認検査） 



第５条 派遣元は、月毎の派遣業務の終了後速やかに労働者派遣業務に係る勤

務状況を、書面をもって派遣先に報告しなければならない。 

２ 派遣先は、前項の勤務状況の報告を受けたときは、その日から起算して 10

日以内にその確認を行わなければならない。 

３ 派遣先は派遣元に対し、前項の確認に必要な書類の提出を求めることがで

きる。 

４ 派遣先は、第２項に基づく確認を当該月の労働者派遣業務の履行確認検査

とみなすものとする。 

（精算及び端数計算） 

第６条 第４条第１項に規定する派遣先が派遣元に支払う派遣料金の精算は、

次の各号によるものとする。 

 ⑴ 歴月毎に精算する。 

 ⑵ 各月の派遣料金は、基本単価及び基本単価に各割増率を乗じた単価の区

分毎に、それぞれの前派遣労働者の就労時間を乗じて得た額（１円未満の

端数は切り捨てる。）の合計とする。なお、各日の各派遣労働者の就労時

間は単価区分毎に５分単位（端数については切り捨てる。）、各月の全派遣

労働者の就労時間の総計は単価区分毎に５分単位（端数については切り捨

てる。）で精算するものとする。 

 ⑶ 前号の精算において、各月の単価区分毎の就労時間の総計に１時間未満

の端数が発生した場合には、当該時間（分）を 60 で除し、小数点以下第

２位までの値で精算する。 

（請求及び支払） 

第７条 派遣元は、第５条の規定により派遣先の確認を得たときは、前条で精

算した派遣料金を精算するものとする。 

２ 派遣先の帰すべき事由により、前２項の規定による派遣料金の支払いが遅

れた場合において、派遣元は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、本契約

の契約日における、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法

律第 256 号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が定める率（年当たりの

率は、閏年の日を含む期間についても、365 日の割合とする。）を乗じて計算

した額（計算して求めた額の全額が 100 円未満であるときは全額を、100 円

未満の端数があるときはその端数を切り捨てるものとする。）の遅延利息の

支払を派遣先に請求することができる。 

（派遣先責任者及び派遣元責任者） 

第８条 派遣先は、派遣法第 41 条の規定に基づき派遣先責任者を選任し、派遣

元は、派遣法第 36 条の規定に基づき派遣元責任者を選任するものとする。ま

た、その者を変更したときは、相手方に通知するものとする。 



２ 前項の派遣先責任者及び派遣元責任者は、表紙記載のとおりであるものと

する。 

３ 派遣先責任者は、派遣労働者を指揮命令する者に対して、本契約に定める

事項を遵守させる等、適正な派遣終業の確保のための措置を講じなければな

らない。 

４ 派遣元責任者は、派遣労働者の適正な就業の確保のための措置を講じなけ

ればならない。 

（指揮命令等） 

第９条 派遣先は、派遣労働者を自ら指揮命令して自己の事業のために使用

し、本契約に定める就業条件を守って業務に従事させることとし、自己の雇

用する職員の中から、就業場所ごとに指揮命令者を選任しなければならな

い。 

２ 指揮命令者は、業務の処理について、本契約に定める事項を守って派遣労

働者を指揮命令し、契約外の業務に従事させることのないよう留意し、派遣

労働者が安全、正確かつ適切に業務を処理できるよう、業務処理の方法、そ

の他必要な事項を派遣労働者に周知し、指導しなければならない。 

３ 指揮命令者は、前項に定めた事項以外においても、派遣先の職場維持、規

律の保持、業務上知りえた秘密及び個人情報等の漏洩防止のために必要な事

項を派遣労働者に指示することができる。 

（派遣労働者の選任） 

第 10 条 派遣元は、本契約に基づく派遣就業の目的達成に必要な資格、能

力、知識、技術、技能、信用、経験等があり、かつ健康上も就業適格性を有

する派遣労働者を選任し、派遣先対し、派遣法第 35 条及び同法施行規則に

定める事項を通知しなければならない。この場合の通知は、書面の交付若し

くはファクシミリを利用してする送信又は電子メールの送信（以下「書面の

交付等」という。）により行うものとする。 

２ 派遣労働者を無期雇用派遣労働者又は 60 歳以上の者に限るか否かの別に

ついては、いずれも限定しないものとする。 

（派遣労働者の交替等） 

第 11 条 派遣労働者が就業するにあたり、遵守すべき派遣先の業務処理方

法、就業規律等に従わない場合、又は業務処理の能率が著しく低く業務に不

適応と派遣先が判断した場合には、派遣先は派遣元にその理由を示し、派遣

労働者への指導、改善、派遣労働者の交替等の適切な処置を要請することが

できる。 

２ 派遣元は、前項の要請があった場合には、当該派遣労働者への指導、改

善、派遣労働者の交替等適切な処置を講ずるものとする。 



３ 派遣労働者の傷病その他、やむを得ない理由がある場合には、派遣元は派

遣先の了承を得て派遣労働者の交替をすることができる。 

４ 派遣元は、派遣労働者の病気、事故その他の事由により派遣労働者の人員

に欠員（遅刻・早退等を含む）が生じるおそれがある場合は、直ちにその欠

員を補充する義務を負い、これに即応する体制を整えなければならない。た

だし、派遣先が認めた場合はこの限りではない。 

（適正な就業の確保） 

第 12 条 派遣先は、派遣労働者に対し、労働に関する諸法令並びに本契約に

定める就業条件を守り、当該派遣就業円滑に行われるよう努めるとともに、

セクシャルハラスメントの防止等に配慮しなければならない。 

２ 派遣元は、派遣労働者に対し、適正な労務管理を行うとともに、派遣先の

指揮命令等に従って職場の秩序・規律・業務知り得た秘密を守り、適正に業

務に従事するよう派遣労働者を教育、指導しなければならない。 

（便宜供与） 

第 13 条 派遣先は派遣労働者に対し、派遣期間中、派遣先の職員が使用する

更衣室その他の施設を派遣先の職員と同様の条件で利用することができるよ

う便宜供与に努めるものとする。 

（苦情処理） 

第 14 条 派遣先及び派遣元は、派遣労働者からの苦情の申出を受ける担当者

を選任し、互いに緊密な連携の下に苦情その他派遣労働者の就業に関し生じ

る問題の適切かつ迅速な処理、解決に努めるものとする。 

２ 前項により苦情を処理した場合には、派遣先及び派遣元は、その結果につ

いて必ず当該派遣労働者に通知しなければならない。 

３ 派遣先及び派遣元の派遣労働者からの苦情の申出を受ける者は表紙記載の

とおりであるものとする。 

（派遣労働者の個人情報の保護） 

第 15 条 派遣労働者の個人情報の保護に適正を期すため、派遣元が派遣先に

提供することができる派遣労働者の個人情報は、派遣法第 35 条及び同法施

行規則の規定により派遣先に通知すべき事項のほか、当該派遣聾者の業務遂

行能力に関する情報に限るものとする。ただし、利用目的を示して当該派遣

労働者の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合は、この限りではな

い。 

２ 派遣先は、派遣元に対し派遣労働者の事前面接、履歴書の要求をする等、

派遣労働者を特定して派遣の役務の提供を求めたり、派遣労働者を特定する

個人情報の提供を要求したりしないものとする。 



３ 派遣先及び派遣元は、業務上知り得た派遣労働者の個人情報及び関係者の

個人の秘密を正当な理由なく他に漏らし、又は開示する等してはならない。 

（秘密の保持） 

第 16 条 派遣元は、本契約による業務に関して知り得た情報をみだりに他人

に知らせ、又は当該業務以外の目的で使用してはならない。 

２ 派遣元は、本契約により派遣先へ派遣される派遣労働者に対し、在職中及

び退職後においても、本契約による業務に関して知り得た情報をみだりに他

人に知らせ、又は当該業務以外の目的で使用してはならないことその他情報

資産の保護に関して必要な事項を周知徹底するとともに適切な教育を行うこ

と。 

３ 前項１及び２の規定は、本契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

（個人情報の保護） 

第 17 条 派遣元は、この契約による業務を処理するに当たって個人情報を取

扱う際には、別記「個人情報取扱注意事項」を守らなければならない。 

２ 派遣元は、本契約により派遣先へ派遣される派遣労働者に対し、個人情報

を取扱う際には、別記「個人情報取扱注意事項」を遵守するよう周知徹底す

るとともに適切な教育を行うこと。 

（安全衛生等） 

第 18 条 派遣先及び派遣元は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等

に定める諸規定を遵守し、派遣労働者の生命、身体、財産の安全及び衛生等

の確保に努めるものとする。 

２ 派遣就業中の安全及び衛生については、派遣先の安全衛生に関する規定

（札幌市職員安全衛生管理規則）に準ずることとし、その他については、派

遣元の安全衛生に関する規定を準用する。 

３ 派遣元は、派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害及び通勤災害について

は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第８章で定める使用者の責任並び

に労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）及び労働保険の保険料の

徴収に関する法律（昭和 44 年法律第 84 号）で定める事業主の責任を負う。 

４ 派遣先は、派遣元の行う前項の手続きについて必要な協力をしなければな

らない。 

（損害賠償） 

第 19 条 派遣業務の遂行において、派遣労働者が本契約に違反し、若しくは

故意又は重大な過失により派遣先または第三者に損害を与えた場合は、派遣

元がその損害の賠償責任を負うもとする。ただし、その損害が、指揮命令者



その他派遣先が使用する者（必要な注意・指示をしなかった不作為を含

む。）により生じたと認められる場合はこの限りではない。 

２ 前項の場合において、その損害が、派遣労働者の故意または重大な過失と

指揮命令者等の指揮命令等との双方に起因するときは、派遣先及び派遣元

は、協議して損害の負担割合を定めるものとする。 

３ 派遣先は、派遣労働者の故意又は重大な過失によって業務上の秘密、個人

情報等の不当漏えい、開示、利用、加工、駿損当の事件若しくは事故が発生

したときは、派遣元に連絡して速やかに派遣先派遣元間で協議して対応策を

講じ、その損害の軽減、拡大防止に努めるものとする。 

４ 派遣先は、損害賠償請求に関しては、損害発生を知った後、速やかに、派

遣元に通知するものとする。 

（雇用の禁止） 

第 20 条 派遣先は、派遣契約期間中は派遣元の派遣労働者を雇用してはなら

ない。 

（派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置） 

第 21 条 派遣先が労働者派遣の終了後に当該派遣労働者を雇用する場合に

は、事前に派遣元にその意思を示すこととする。 

（談合行為に対する措置） 

第 22 条 派遣元は、この契約に係る入札に関して、次の各号の一に該当した

ときは、契約金額（基本単価及び基本単価に各割増率を乗じた単価の区分毎

に、派遣先があらかじめ示した勤務予定時間数を乗じた金額をいう。以下同

じ。）の 100 分の 20 に相当する額を派遣先に支払わなければならない。この

契約による役務が完了した後においても、同様とする。 

 ⑴ 公正取引委員会が、派遣元に違反行為があったとして私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止

法」という。）第 49 条に規定する排除措置命令（排除措置命令がされなか

った場合にあっては、同法第 62 条第１項に規定する納付命令）が確定し

たとき。 

⑵ 派遣元又は派遣元の役員若しくは使用人が刑法（明治 40 年法律第 45 号）

第 96 条の６の規定に該当し、刑が確定（執行猶予の場合を含む。）したと

き。 

⑶ 前２号に規定するもののほか、派遣元又は派遣元の役員若しくは使用人が

独占禁止法又は刑法第 96 条の６の規定に該当する違法な行為をしたこと

が明らかになったとき。 

２ 前項に規定する場合においては、派遣先は、契約を解除することができ

る。 



３ 前２項の規定は、派遣先の派遣元に対する損害賠償請求を妨げるものでは

ない。 

（派遣先の解除権等） 

第 23 条 派遣先は、派遣元が正当な理由なく派遣法その他の関係法令又は本

契約の定めに違反した場合には、是正を催告し、相当な期間内に是正がない

ときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 前項のほか、派遣元が次の各号の一に該当したときは、何らの催告を要せ

ず、派遣先は本契約の全部又は一部を解除することができる。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項及び第

２項の規定により一般競争入札に参加することができなくなったとき。 

 ⑵ 契約の締結若しくは履行又は入札に関し、不法の行為又は札幌市契約規

則に違反する行為をしたとき。 

 ⑶ 支払いの停止又は仮差押、差押、競売、破産、民事再隼、会社更生法手

続開始、会社整理開始、特別清算開始の申立てがあったとき。 

 ⑷ 派遣法等関係法令に違反して、労働者派遣事業の許可を取り消され、も

しくは事業停止命令を受け、又はその有効期間の更新ができなかったと

き。 

 ⑸ 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

 ⑹ 公租公課の滞納処分を受けたとき。 

 ⑺ 派遣元が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（派遣元が個人である場合にはその者を、派遣元が法人である

場合にはその役員又はその支店若しくは常時労働者派遣契約を締結する

事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が札幌市暴力団の

排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認

められるとき。 

  イ 暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定

する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していいると認められるとき。 

  ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、

若しくは関与していると認められるとき。 



  オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

  カ 派遣労働者がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら、

当該派遣労働者と契約を締結したと認められるとき。 

  キ 派遣元が、アからオまでのいずれかに該当する者を派遣労働者として

いた場合（カに該当する場合を除く。）に、派遣先が派遣元に対して本

契約の解除を求め、派遣元がこれに従わなかったとき。 

 ⑹ その他契約を継続し難い重大な事由があると認められるとき。 

２ 前２項の規定により契約を解除された場合に派遣元に損害が生ずることが

あっても、派遣元は、派遣先に対してその損害の賠償を求めることができな

い。 

（契約が解除された場合等の賠償金） 

第 23 条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、派遣先は、契

約金額の 100 分の 10 に相当する金額を賠償金として請求することができ

る。 

 ⑴ 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

 ⑵ 派遣元がその債務の履行を拒否し、又は、派遣元の責めに帰すべき事由

によって派遣元の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する

場合とみなす。 

 ⑴ 派遣元について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平

成 16 年法律第 75 号）の規定により選任された破産管財人 

 ⑵ 派遣元について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法

（平成 14 年法律第 154 号）の規定により選任された管財人 

 ⑶ 派遣元について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）の規定により選任された管財人 

３ 第１項の違約金は派遣料金その他派遣元に支払うべき債務と相殺すること

ができる。 

（派遣元の解除権） 

第 24 条 派遣元は、派遣先が正当な理由なく派遣法その他関係法令又は本契

約の定めに違反した場合には、是正を勧告し、相当な期間内に是正がないと

きは、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 前項の規定に基づき本契約が解除された場合において、派遣先は、派遣元

に及ぼした損害を賠償しなければならない。ただし、その金額及び支払い期

間は、派遣先と派遣元とが協議して定める。 

（派遣契約の中途解除） 



第 25 条 派遣先は、自己のやむを得ない事情により契約期間が満了する前に

契約の解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会の確保を

図ることとする。 

２ 派遣先は、前項に定める派遣労働者の新たな就業機会の確保ができない場

合には、契約の解除を行おうとする日の少なくとも 30 日前に、派遣元にそ

の旨を予告しなければならない。 

３ 派遣先は、前項の契約解除の予告日から契約の解除を行おうとする日まで

の期間が 30 日に満たない場合には、少なくとも契約の解除を行おうとする

日の 30 日前の日から当該予告当日までの期間の日数分の派遣労働者の賃金

に相当する額について、損害の賠償を行わなければならない。 

４ 派遣先の解除が信義則違反その他派遣先の責めに帰すべき事由に基づく場

合には、前項にかかわらず、派遣先は当該派遣契約が解除された日の翌日以

降の残余期間の派遣料金に相当する額について賠償を行わなければならな

い。 

５ 派遣先は、契約の解除を行う場合であって、派遣元から請求があったとき

は、契約の解除を行う理由を派遣元に対し明らかにする。 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第 26 条 派遣先及び派遣元は、本契約によって生ずる権利又は義務を第三者

に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ相手方の書面に

よる承認を得た場合は、この限りでない。 

（契約内容の変更） 

第 27 条 派遣先が、正当な理由をもって、契約期間等を変更する場合は、派

遣元に通知し、協議するものとする。 

（有効期間） 

第 28 条 本契約の有効期間は、契約締結日から履行期間終了日までとする。 

（障害者に対する合理的配慮の提供） 

第 29 条 派遣元及び本契約により派遣先へ派遣される派遣労働者は、当該労

働者派遣の履行において、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（平成 25 年法律第 65 号）第 10 条及び附則第４条の規定に基づき派遣先が

定めた地方公共団体等職員対応要領を踏まえ、派遣先が提供することとされ

ている障害者に対する合理的配慮に留意しなければならない。 

２ 派遣元は、障害者を派遣労働者として派遣先へ派遣する場合、当該派遣労

働者が派遣先で働くにあたって支障となっている事情を把握し、必要な合理

的配慮に係る措置を講じなければならない。 

３ 派遣元は、前項に基づく措置を講ずる際、必要に応じて派遣先と協議を行

い、協力を要請することができる。 



４ 派遣先は、派遣元から前項に基づく求めがあったときは、可能な限り協力

するよう努めなければならない。 

（協議） 

第 30 条 本契約に定めのない事項及び本契約の条項の解釈につき疑義の生じ

た事項については、派遣法その他の法令を尊重し、派遣先派遣元間で協議の

上決定するものとする。 

（裁判管轄） 

第 31 条 この契約に関する訴訟は、派遣先の所在地を管轄する裁判所に提訴

する。 

以上 
 
 

 


